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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
1. 資産の評価基準及び評価方法 
(1)棚卸資産の評価方法及び評価基準 
   ①商品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。 
   ②貯蔵品 

荷役用制服については移動平均法による原価法を採用し、その他の貯蔵品について 
は先入先出法による原価法を採用しております。 

 
2．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（ﾘｰｽ資産を除く） 
定率法を採用しております。ただし、建物及び 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建 
物附属設備、構築物については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建物・建物附属設備・構築物    6～50 年 
  機械装置・車両運搬具・器具備品  5～17 年 
(2)無形固定資産（ﾘｰｽ資産を除く） 

定額法を採用しております。 
(3)ﾘｰｽ資産 

①所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産 
ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

②所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産 
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 
 
3．引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 
より計上しております。 

 (2)賞与引当金 
従業員の賞与支給に備えるため、実支給月数を反映した支給見込額の当期負担額を 
計上しております。 

 
4．収益及び費用の計上基準 

顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す 
 る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りです。 

(1)貨物事業 
貨物事業に係る収益は主に貨物上屋でのｻｰﾋﾞｽの提供であり、顧客との契約又は約款

に基づいて貨物上屋でのｻｰﾋﾞｽを提供する履行義務を負っております。当該履行義務

はｻｰﾋﾞｽを完了し、貨物を引き渡す一時点において、顧客が当該貨物に対する支配を獲



得して充足されるものとし、引渡時点で収益を認識しております。 
(2)施設事業 

施設事業に係る収益は主に定期建物賃貸借契約であり、顧客との契約に基づいて当該

物件を賃貸する履行義務を負っております。当該定期建物賃貸借契約は一定の期間に

わたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識

しております。 
 

（会計上の見積りに関する注記） 
繰延税金資産の回収可能性 
・当会計年度の繰延税金資産計上額は、618,761 千円です。 
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報 
将来減算一時差異に対して、将来課税所得を見積り、繰延税金資産の回収可能性を判断して

います。将来の課税所得の見積りの基礎となる事業計画は、2026 年 3 月期の足元貨物量の

状況及び中長期の事業基盤強化・拡充による貨物需要の増加等を前提として策定されてお

り、2028 年 3 月期上屋 4 増設に伴う貨物量取り込みを想定し、長期的な貨物動向を踏まえ

合理的に見込んだものではありますが、一定の不確実性を含んでおります。貨物取扱量が減

少した場合には繰延税金資産の回収可能性に関する判断について影響を及ぼす可能性があ

ります。 
 
（貸借対照表に関する注記） 
1． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 606,307 千円 

短期金銭債務 818,283 千円 

長期金銭債務 8,750,000 千円 

 
2. 特定目的金銭信託 
  特定目的金銭信託は、国との事業契約上で信託することが要請されているもので、同 
 契約に規定されている違約金の算定基礎額に相当する金額を信託しているものです。 
 
（損益計算書に関する注記） 
1. 関係会社との取引高 

売上高 3 千円 
営業費用 146,950 千円 
営業取引以外の取引による取引高 386,677 千円 

 
2. 顧客との契約から生じる収益 

営業収入については、顧客との契約から生じる収益以外の収益が存在しないため、顧客

との契約から生じる収益の額は記載を省略しております。 
 

 



（株主資本等変動計算書に関する注記） 
1. 当期の末日における発行済株式の数 

普通株式  56,000 株 
 
2. 配当に関する事項 
 （1）配当金支払額 
    前期に属する配当は、無配のため該当事項はありません。 
 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
    当期に属する配当は、無配のため該当事項はありません。 
 
（税効果会計に関する注記） 
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  
   繰延税金資産    

  貸倒引当金   3,683 千円 
賞与引当金        66,722 千円 

賞与に係る未払法定福利費 10,874 千円 
    未払事業税 14,397 千円 
  未払事業所税    6,892 千円 
  減損損失 1,807,454 千円 

繰越欠損金 81,386 千円 
その他 7,632 千円 

繰延税金資産小計     1,999,044 千円 
評価性引当額    △1,380,282 千円 

繰延税金資産合計      618,761 千円 
    
2.  法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計処理 
  当社は、ｸﾞﾙｰﾌﾟ通算制度を適用しており、「ｸﾞﾙｰﾌﾟ通算制度を適用する場合の会計処理 
 及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日）に従って、法人  
 税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行 
 っております。 
 
 
（金融商品に関する注記） 
1. 金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については親会社である三井物産株式会社の内外資金貸借制度に

基づき三井物産ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体での効率的な資金運用体制に組み込まれ、必要最低限の預

金のみ保有しています。また、資金調達についても上記の内外資金貸借制度に基づき

株主からの借入による方針です。 
 



(2) 金融商品の内容及びそのﾘｽｸ並びにﾘｽｸ管理体制 
債権に係る取引先の信用ﾘｽｸは信用程度管理規程に沿ってﾘｽｸ低減を図っております。 
ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的とした

ものであり、償還日は決算日後、最長で 10 年以内であります。 
長期借入金の使途は運転資金及び設備投資資金（長期）であり、固定金利により借

り入れ金利変動ﾘｽｸをﾍｯｼﾞしています。 
 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
該当事項はありません。 

 
2. 金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。 
なお、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似するものであることから、記載を省略しております。 
また、「営業未収金」、「未収入金」、「営業未払金」、「未払金」、「短期借入金」、「短期貸

付金」、「前受金」、「未払法人税等」、「未収消費税等」、「未払事業所税」は短期間で決済

されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。  
                             

（単位：千円） 
 貸借対照表計上額 

（※1） 
時価（※1） 差額 

(1) 特定目的金銭信託 400,000 400,000 － 
(2) 長期借入金（※2） (9,250,000) (9,238,424) 11,576 
(3) ﾘｰｽ債務（流動） (37,695) (40,497) (2,802) 
(4) ﾘｰｽ債務（固定） (127,905) (132,194) (4,288) 

（※1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。  
（※2）長期借入金は 1 年内返済予定の長期借入金を含んでおります。 
 

（注 1）時価の算定に用いた評価技法及びｲﾝﾌﾟｯﾄの説明 
 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたｲﾝﾌﾟｯﾄの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の 3 つのﾚﾍﾞﾙに分類しております。 
ﾚﾍﾞﾙ 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 
ﾚﾍﾞﾙ 2 の時価：ﾚﾍﾞﾙ 1 のｲﾝﾌﾟｯﾄ以外の直接又は間接的に観察可能なｲﾝﾌﾟｯﾄを用いて 

算定した時価 
ﾚﾍﾞﾙ 3 の時価：重要な観察できないｲﾝﾌﾟｯﾄを使用して算定した時価 

 
時価の算定に重要な影響を与えるｲﾝﾌﾟｯﾄを複数使用している場合には、それらのｲﾝﾌﾟ



ｯﾄがそれぞれ属するﾚﾍﾞﾙのうち、時価の算定における優先順位が最も低いﾚﾍﾞﾙに時価を

分類しております。 
 

(1) 特定目的金銭信託 
この時価は、短期間で市場金利を反映し、また、受託先の信用状態は実行後 

大きく異なっていないことから、ﾚﾍﾞﾙ 2 の時価に分類し、時価は帳簿価額と近似し

ていると考えられるため、当該帳簿価額によっております。 
(2) 長期借入金、(3) ﾘｰｽ債務（流動）並びに (4) ﾘｰｽ債務（固定） 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰと、

返済期日までの期間及び信用ﾘｽｸを加味した利率を基に割引現在価値法により算定し

ており、ﾚﾍﾞﾙ 2 の時価に分類しております。 
 
 （注 2）長期借入金の決算日後の返済予定額               （単位：千円） 

 
1 年 
以内 

1 年超 
2 年以内 

2 年超 
3 年以内 

3 年超 
4 年以内 

4 年超 
5 年以内 

5 年超 
 

長期 
借入金 

500,000  8,750,000 － － － － 

 
（注 3）ﾘｰｽ債務の決算日後の返済予定額                  （単位：千円） 

 
1 年 
以内 

1 年超 
2 年以内 

2 年超 
3 年以内 

3 年超 
4 年以内 

4 年超 
5 年以内 

5 年超 
 

ﾘｰｽ債務 37,695 37,864 36,910 37,221 15,908 0 

 
 
（関連当事者との取引に関する注記） 
 親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 
三井物産

（株） 

(直接 100％) 

 

役員の 

兼任 

 

融資契約 

 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

通算制度 

資金の預入 

（注 2) 
 606,035 短期貸付金    606,035 

借入金の返済 

 

500,000 

 

長期借入金 

（注 3） 

9,250,000 

 

借入金の 

支払利息 

（注 4） 

108,143 未払費用 24,300 

貸付金の 

受取利息 

（注 4） 

288 未収入金 272 



通算税効果額 

に係る未払 
272,575 未払金 272,575 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ通算制度

に係る当社還付

税額 

5,670        －  － 

（注）1.取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。 

2.短期貸付金については、取引の実態を明瞭に開示するため、取引金額は純額表示としております。 

3.長期借入金は 1 年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。 

4.資金の借入及び預入については、借入利率及び預入利率とも市場の金利を勘案して合理的に決定

しております。なお、担保は提供しておりません。 

 

（1 株当たり情報に関する注記） 
1 株当たり純資産額 △107,681 円 52 銭 
1 株当たり当期純利益  43,631 円 94 銭 

 
（収益認識に関する注記） 
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は重要な会計方針に係る事

項に関する注記に記載の通りです。 
 
 
 
（追加情報） 
1. 連結法人税について 

当社は三井物産株式会社を通算親法人としたｸﾞﾙｰﾌﾟ通算制度を適用しております。

2026 年 4 月時点のｸﾞﾙｰﾌﾟ全体の課税所得計算の結果、当期は三井物産通算ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体の

課税所得の黒字化により、当社の課税所得計算において、通算対象欠損金▲28 百万円、

並びに他の通算法人から配賦された繰越欠損金の控除▲1,345 百万円が生じております。 
なお、当社に個別に帰属する繰越欠損金の活用は無く、他社の欠損金を活用した部分に

ついては通算税効果額として親会社を通じてｸﾞﾙｰﾌﾟ内で精算することとなりますので、

当期においては当社連結法人税の還付ﾒﾘｯﾄは生じておりません。当該計算結果に基づく

当期の連結法人税額は、税務当局宛て法人税額 442 百万円、及び親会社宛て通算税効果

額 272 百万円の合計 714 百万円となっております。本件は、当期計算書類に織り込み済

みであり、決算数値に変更はありません。 
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1. 有形固定資産及び無形固定資産の明細 
                             （単位：千円） 

区

分 
資産の種類 

期首 

帳簿価額 

当期 

増加額 

注 2 

当期 

減少額 

当期 

償却額 

期末 

帳簿価額 

減損損失 

累計額 

減価償却 

累計額 

期末 

取得原価 

有
形
固
定
資
産 

建物 
878,535  1,078 

 

－ 34,785 844,828 

 

9,201,290 958,813 11,004,931 

建物附属 

設備 1,392,217    206,939 

 

7,201 132,723 1,459,231 

 

2,502,874 2,211,984 6,174,089 

構築物 
 

46,475 756 

 

－ 4,800 42,430 

 

1,356,472 764,143 2,163,047 

機械装置 
 

  76,423 33,190 

 

－ 23,023 86,590 

 

252,319 397,133 736,043 

車両運搬具 
 

17,519 61,063 

 

422 30,102 48,057 

 

3,024 201,881 252,962 

器具備品 
 

163,976 59,768 

 

971 67,354 155,419 

 

83,767 569,896 809,083 

建設仮勘定 
 

11,645 121,840 

 

87,490 － 45,995 

 

－ － 45,995 

ﾘｰｽ資産 
 

2,504 11,984 

 

－ 3,654 10,834 

 

324,655 165,423 500,913 

計 
 

2,589,296 496,620   

 

96,085 296,444 2,693,386 

 

13,724,404 5,269,276 21,687,067 

無
形
固
定
資
産 

商標権 
 

－ － 

 

－ － － 

 

680 615 1,296 

ｿﾌﾄｳｪｱ 
57,992 32,817 

 

－ 22,043 68,765 

 

2,733 205,317 276,817 

ｿﾌﾄｳｴｱ仮勘定 
 

3,000 

 

22,325 

 

23,007 

 

－ 2,318 

 

－ － 2,318 

計 
 

60,992 

 

55,142 

 

23,007 

 

22,043  71,083  

 

3,413 205,933 280,431 

（注）1.記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
   2.当期増加額のうち、主なものは次の通りであります。 
    建物附属設備 荷捌場内 ITV 更新工事   70,678 千円 

建物附属設備 生鮮棟更新工事（定温庫）50,827 千円 
     

 
 
 
 



2. 引当金の明細 
                            （単位：千円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

貸倒引当金 

（一般債権） 
12,964 11,688 12,964 11,688 

賞与引当金 157,288 211,689 157,288 211,689 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



3. 販売費及び一般管理費の明細 
（単位：千円） 

科目 金額 
役員報酬 37,260 

従業員給与・賞与 187,004 

賞与引当金繰入額 62,100 

臨時勤務者給料 23,639 

法定福利費 49,913 

社宅費 76,298 

その他 40,617 

人件費合計 476,834 

減価償却費 28,234 

設備関連費用合計 28,234 

事務所管理費合計 90,327 

ｼｽﾃﾑ使用料 45,892 

その他 17,294 

通信情報費合計 63,187 

旅費交通費合計 8,966 

交際費会議費合計 12,310 

業務委託費 66,724 

貸倒引当金繰入額 △1,276 

租税公課 219,320 

その他 138,945 

その他経費合計 423,714 

計 1,103,575 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
 

 
 

 


